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第40回全国都市清掃研究・事例発表会講演論文集　2019.1

熊本地震災害廃棄物仮置場の設計・؇理状況及び発生原単位に係るྭࣆ調査結果について 

 ߔॶ ˕भੜ生、ଡౣྒྷ、୉യ੕ڂݜڧ؂ཱིࠅ(ݜࠅ)
(Ҳࡔ)ೖ本ڧ؂Ӷ生ιϱνʷ ٸ原ఫ໷、ґ੐޼ރ೯ 

1. はͣΌに 
災害廃棄物処理のॵ動対Ԣにおいて、発生量推ఈにخづく処理๏ਓ・計画ࡨఈͳ仮置場の設置・運

営は࠹΍॑གྷかつخ本దなνηέͳいえるが、ۛ೧ළ発する災害における対Ԣ実੹をى࿧しগཔに備
えるたΌのેخ৚ๅや教訓の整理はචͥし΍ॉ分ではない。ͨこで、ฑ成 28 ೧ 4 月に発生した熊本
地震にΓる災害廃棄物の仮置場状況及び組成別発生原単位等の実ସを೼Ѵするこͳを໪దͳして、被
災したࢤௌଞを対েͳした関࿊৚ๅのफॄͳ分ੵを行ͮた。本ๅࠄは、ͨの成果のҲ෨についてๅࠄ
する΍のである。 

 
2. 調査಼༲ 
1) 調査対ে地Ү 
ฑ成 28 ೧熊本地震にΓり被災した熊本಼ݟ 29 ௌଞのうͬ災害廃棄物発生量がࢤ 5 ຬ t以上であͮ

たѪ્ࢤ、Ӌ৕ࢤ、Ӌౖࢤ、୉௣ௌ、Շౣௌ、٢ஓࢤ、熊本ࠦߗ、ࢤௌ、੤原ଞ、ӻ৕ௌ、ޜ઩ௌ、
ೈѪ્ଞの 12  。ௌଞを対েͳしたࢤ
2)調査಼༲ 
(1)仮置場状況調査 
調査対ে 12  。໪のϐϢϨϱή調査等を行ͮたߴௌଞが開設した仮置場について、表̏にࣖすࢤ

(2)災害廃棄物量及び組成推Ң等調査              表 1 調査ߴ໪及びๅ਼ࠄ 
 調査対ে 12 に、ᶅ被災地خをणけた資ྋ等をڛௌଞΓり఑ࢤ
ಝ੓、ᶆ解体廃棄物̏౫あたりの組成別発生原単位のࢋड़、ᶇ
公費解体開始前災害廃棄物ʤ片෉けごみ૮౲）組成別発生原単
位の解ੵ、ᶈ仮置場における組成別のઐ༙໚੷ർིのݗ౾等を
行ͮた。本ๅࠄでは、このうͬᶆᶇについてๅࠄする。 
 

3.調査結果               
3-1. 仮置場状況調査結果 
 表̏の調査ߴ໪のうͬ、仮置場の֮ฯ、ਕҽघഓ及び、؇理・運営に関する調査結果をखりまͳΌた
結果は、以Ծのͳおりである。  表̐ 仮置場の֮ฯに関する調査結果ͳ得られた教訓 

1)仮置場の֮ฯに関するこͳ   
仮置場の֮ฯに関して  

11   。໪の調査を行ͮたߴ
સ体の設置ݺॶ਼は、45ݺॶ
(ಋҲී地಼に෵਼ある場߻は 1
ॶͳした)であり、10自治体はҲ࣏仮置場ͳしてݺ 1～10 ॶ、̐自治体はητʖεϥϱ、े຿設置ݺ
ॄ੷場をҲ࣏仮置場ͳし、್࣏仮置場ͳして ॶ設置していた。ͨのଠ、仮置場֮ฯに関するݺ6～2
調査結果は、表 2のͳおりであり、結果から得られた教訓΍ࣖした。また、֮ฯ͠れた仮置場のฑ
 (公費解体開始前)ؔغ໚੷は、1.24ha(0.12～7.2ha)であり、ͨのैଏౕについて、仮置場開設ۋ

ɻɻɻ໪ߴ ࣯໲਼ ๅ਼ࠄ
ᶅ仮置場の֮ฯに関するこͳ 11 2
ᶆ設計・޽ࢬに関するこͳ 9 ʗ
ᶇਕҽघഓに関するこͳ 7 2
ᶈ؇理・運営に関するこͳ 26 3
ᶉ被災ं΃の߁ๅに関するこͳ 3 ʗ
ᶊ༩ࢋの֮ฯに関するこͳ 2 ʗ
ᶋͨのଠ関࿊する৚ๅ 6 ʗ

1

事前ೃ⿵の᭷↓ ・仮置場の候補地を1⟠所でも事前に定めていた市町村は7市町村。しかし、それで対応できたのは1自治体のみ。
・事前候補地を設定していなかった5自治体のうち、2自治体は仮置場を1ヶ所しか確保できなかった。
・他の3自治体は、複数ಶ所確保できたが、⊃い場所やἙᕝᩜに設置したが、早期に閉鎖せ䛦るをᚓなかった。
【教訓】仮置場候補は、できるだけ多く、分散して確保すべき。೫ᅾすると、⿕災地ᇦから㐲㊥㞳になるྍ⬟ᛶ有。

2

開設‽備 ・発災⩣日(4/15)に開設した市町村が多く(8市町村)、開設準備はṤどできず、ᗈሗと看板సᡂ程度の準備で開設
　されていた。
・開設まで発災後3～5日あった2自治体は、ᗈሗ、配置ィ⏬、◁฼ᩜき、人員手配、重機手配まで行って開設して
　いた。準備には୧自治体とも3日を要していた。
【教訓】  ★開設準備に要する期間(36時間程度)を確保して、ᗈሗ、設備、人員の手配を行ってから開設する。
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಼のฑۋ໚੷ͳ月ฑۋ仮置量から月ฑۋ単位໚੷౲り仮置量をࢋड़し、ݗ౾した。ͨの結果は、表 3 
にࣖすͳおりであり、月ฑۋ単位໚੷౲り仮置量は、ฑۋ 0.32t/m2(0.08～0.66 t/m2)であり、ଡい 
自治体では、仮置͘߶͠が 5m  表 3 ֮ฯ͠れた仮置場໚੷のैଏౕݗ౾ 
を௔えている自治体΍あり、
ฑۋ以上の自治体では仮置場
がຮ഍になり、൘೘をంࢯし
ていた。ฑۋ以Ծの自治体で
΍൘೘ంࢯはあͮたが、ଡく
は൘ड़がで͘ないなʹの理༟
であͮた。 

 
2)ਕҽघഓに関するこͳ    表 4 ਕҽघഓに関する調査結果ͳ得られた教訓  

ਕҽघഓに関してखりま 
ͳΌた結果は、表 4 のͳお 
りであり、結果から得られ 
た教訓΍ࣖした。 
 

3)؇理・運営に関するこͳ 
؇理・運営に関してखりま 

ͳΌた結果は、表 5 のͳおり 
であり、結果から得られた  表 5 ؇理・運営に関する調査結果ͳ得られた教訓等 
教訓΍ࣖした。 

 
3-2. 災害廃棄物処理量      
 災害廃棄物処理量を公費解体
開始前後にؔغを分け、ͨ れͩれ
についてસ体量、組成ׄ߻をࢋड़
した。また、解体前については、 
被害౫਼ 1౫౲たり災害廃棄物処
理量、解体後については、解体౫਼ 1 ౫౲たり及びԈべজ໚੷ 1m2౲たり災害廃棄物処理量をٽΌた。
結果は、表 6、表 7 及び࣏のͳおりである。 
公費解体開始前のસ処理量は༁ 37 ຬͅであり、組成ฑۋは、αϱέϨʖφがら・ΠηϓΟϩφがら

40.61%、໨くͥ(ࡒݒ等)13.72%、Ϊϧη・ಅحくͥ等 20.03%、Ն೫物 8.32%、෈೫物 11.39%の 5඾
໪(15඾໪஦)で 94%をઐΌていた。 
公費解体開始後のસ処理量は༁ 242 ຬͅであり、組成ฑۋは、αϱέϨʖφがら・ΠηϓΟϩφがら

47.42%、໨くͥ(ࡒݒ等)18.73%、෈೫物 14.62%の 3඾໪(18 ඾໪஦)で 80%をઐΌていた。 
 公費解体開始前被害ݒ物 1౫౲たり、公費解体開始後解体ݒ物 1౫౲たり及びԈべজ໚੷ 1m2౲たり
災害廃棄物処理量は、ͨれͩれฑۋで 4.33t/౫(1.07～10.4 t/౫)、64t/౫(51～76 t/౫)、0.66t/m2(0.53
～0.83 t/ m2)であͮた。被害ݒ物 1 ౫౲たり災害廃棄物処理量は、൥ҕが୉͘くなͮているが、これは
公費解体開始前に行われた自क解体にΓるӪڻがあるͳ推͠ࡱれた。 

　　　　　　　　　　　　　  自治体名 自治体A 自治体B 自治体C 自治体D 自治体E 自治体F 自治体G 自治体H 自治体I 自治体J 自治体K 自治体L 合計・平均

    　　　 公費解体開始前月
　項目

～H28.7 ～H28.11 ～H28.7 ～H28.7 ～H28.7 ～H28.8 ～H28.6 ～H28.9 ～H28.8 ～H28.6 ～H28.6 ～H28.6 ―

公費解体開始前処理量　t 195,243 37,656 6,613 9,480 20,371 16,496 11,802 12,254 13,349 19,217 16,586 9,904 368,972

開設期間平均面積 　　　　ha 8.51 1.13 0.72 1.21 4.73 1.07 2.5 2.69 1.49 0.88 1.63 1.76 28.30

月平均単位面積当り仮置量　t/m
2
/月 0.66 0.45 0.26 0.22 0.12 0.34 0.19 0.08 0.20 0.62 0.41 0.23 0.32

満杯による仮置場の閉鎖の有無 ―
二次仮置場

有
5m以上積上

有
５日間

―
二次仮置場

有
契約通り搬出でき

なかった

有
複数の仮置場を

ロ－テ－ション

無 有
搬出できなかった

無 有
１週間

有
混廃搬出のため

無 ―

混合廃棄物発生の有無 有 有 有 有 有 有 無 有 有 有 有 有 ―

備考) 公費解体開始前月までに開設され、運用された仮置場面積の充足度について検討した。

　　　  1)開設期間平均面積=∑(各仮置場の面積×各仮置場毎の開設日数)÷公費解体開始前開設期間(日数)

　　　  2)月平均単位面積当り仮置量=公費解体開始前災害廃棄物処理量÷開設期間平均面積÷公費解体開始前開設期間(月数)

1

☜ಖできたேဨ
のᙺ割と構成

・開設当初は、人材が確保できず担当課職員のみで対応した自治体がほとんどであった。
・その後、確保できた人員は、1ヶ所当たり5～50人と幅があるが、概ね10人前後確保されていた。
・最も多く確保できた自治体は、ボランティアが多数集まり活用できた自治体である。
・役割毎の人員は、場外交通整理2人、受付　1～2人、場内誘導2人、分別指導　品目毎に1人、荷降ろし補助
　品目毎に1～5人程度に配置されており、複数兼務する形もみられた。
・管理責任者として自治体職員を他と兼務する形で、1～2名配置できた自治体もあった。
・荷降ろし補助については、配置した自治体と搬入者自らにお願いした自治体があった。
【教訓】★初動時の人材確保は、事後対応では時間を要するため、発災後即座に仮置場1ヶ所当たり15人程度確
　　　　　　保できるよう平時に準備をしておく。
　 　　　★仮置場数、品目数が多いほど多数の人員が必要となるので、候補地は分散した場所とし、品目数は最
　　　　　　低限の品目数とする。

2

ே材のᡭ㓄ඛ ・仮置場の管理・運営に必要な人員の発災初期における自治体による手配先は、担当課(6)、ごみ処理施設職
　員(2)、他部署(2)、リサイクル推進員(1)、シルバー人材センター(4)、他自治体(6)、警備会社(3)、ボランティア(3)、
　管理業者(2)、派遣会社(1)、臨時職員募集(1)であった。()内は手配自治体数。
・仮置場の管理・運営を委託した市町村では、管理業者が必要人員の手配を行った。
【教訓】★人員手配先は、担当課職員、ごみ処理施設職員、他部署、リサイクル推進員、シルバー人材センター、
　　　　　　近隣市町村、警備会社、業者、派遣会社などと連携して、即座に実施できる体制を準備をしておく。 
　

1

管理・㐠Ⴀ୺体 ・管理業者への委託時期は、発災から2ヶ月までの間に行われており、1週間以内3自治体、2週間以内2自治体、3
　週間以内2自治体、4週間以上2自治体であり、1週間以上を要した市町村が多く、発災直後に委託できた自治体
　は僅か2自治体であった。必要な人員や重機等の確保は委託した管理業者が行っていた。
【教訓】管理業者への委託を発災後早急に行える体制を整えておくことで、人員や重機の手配など管理上重要な
　　　　仕事を任せることができ、担当者の負荷を軽減できる。

2

Ⓨ災ึᮇ分別項
目

　発災初期における分別品目として多かったものは、
右表のとおりである。
【考察】
初動時には管理人員が不足しがちであることから、
分別品目数はできるだけ少ない方がよい。この観点、
から、⑩不燃物と⑪その他家電は、破砕後管理型埋
立することを前提として不燃物・その他家電としてま
とめ、⑫ガラス・陶器類と⑬瓦は、安定型埋立を前
提として、ガラス・陶器・瓦類としてまとめると、13品
目程度になる。また、⑤家具、⑥ソファ・ベッドは量
が少なく、占有面積も少ないことから(後述)、家財等
としてまとめれば、１2品目となる。

3

ΰ合廃棄物のⓎ
⏕とᑐᛂ

・ほとんどすべての自治体で混合廃棄物が発生していた。
・また、多くの自治体が仮置場で粗選別はせず、産廃処理業者に処理委託されていた。
【考察】管理人員、分別看板、その他、受け入れ体制を整えないで開設すると、混合廃棄物が発生する。
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表 6 公費解体開始前の災害廃棄物処理量及び組成(発災(H28.4)～公費解体開始前月） 

 
表 7 公費解体開始後の災害廃棄物処理量及び組成(公費解体開始月～H30.3） 

 
4.おわりに 
以上、熊本地震に伴う災害廃棄物の仮置場状況調査結果からいくつかの教訓が得られたが、これらの

結果及び教訓については、今後の災害に備えた活動の参考になれば幸甚である。また、災害廃棄物処理
量、組成及び発生原単位等については、片づけごみ(公費解体開始前災害廃棄物)の発生量推計に資する
べく、公費解体開始前後に分けて整理した。これらの結果については、処理計画や実行計画作成におけ
る組成別発生量推計や、仮置場の設計・運営の参考になれば、幸いである。 
【謝辞】 本調査にご協力いただいた被災自治体及び関係機関に対し、深く謝意を表します。 

           　　  自治体名 自治体A 自治体B 自治体C 自治体D 自治体E 自治体F 自治体G 自治体H 自治体I 自治体J 自治体K 自治体L

   品目　　     公費解体開始前月 ～H28.7 ～H28.11 ～H28.7 ～H28.7 ～H28.7 ～H28.8 ～H28.6 ～H28.9 ～H28.8 ～H28.6 ～H28.6 ～H28.6

公費解体開始前災害廃棄物処理量(t) 195,243 37,656 6,613 9,480 20,371 16,496 11,802 12,254 13,349 19,217 16,586 9,904 368,972

被災建物1棟当たり災害廃棄物処理量(t/棟) 1.60 10.4 1.07 1.11 7.99 3.00 4.77 4.33 2.72 8.53 1.57 4.94 4.33

コンクリートがら・アスファルトがら 11.25% 39.48% 22.59% 42.55% 60.54% 51.20% 60.31% 36.55% 30.41% 44.95% 40.74% 46.72% 40.61%
木くず（家屋解体等） 3.38% 17.81% 12.61% 10.28% 23.51% 23.92% 0.01% 16.92% 12.95% 17.39% 14.83% 10.98% 13.72%
木くず（自然木、抜根等） 0.00% 1.25% 0.41% 0.16% 0.01% 1.02% 0.00% 0.00% 0.08% 0.80% 0.00% 0.23% 0.33%
金属類 0.38% 0.42% 1.99% 0.12% 2.13% 0.87% 4.86% 3.11% 2.46% 1.11% 1.40% 1.50% 1.70%
廃プラスチック類 0.00% 0.18% 1.13% 0.12% 0.05% 0.03% 0.00% 2.39% 0.01% 0.45% 0.63% 0.01% 0.42%
畳 0.26% 0.39% 1.14% 0.41% 0.85% 0.01% 0.00% 0.52% 1.04% 1.42% 1.20% 0.69% 0.66%
ガラス・陶磁器くず等(瓦を含む) 3.63% 4.81% 49.34% 41.47% 2.05% 9.22% 15.90% 15.92% 36.21% 20.51% 22.17% 19.10% 20.03%
ソファー・マット 0.00% 0.02% 0.46% 0.05% 0.00% 0.00% 0.27% 0.32% 0.23% 0.08% 0.41% 0.22% 0.17%

断熱材 0.00% 0.02% 0.01% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.12% 0.02% 0.06% 0.01% 0.00% 0.02%
廃家電 0.00% 0.00% 0.00% 0.11% 0.17% 0.55% 0.81% 1.00% 0.17% 0.62% 1.13% 0.70% 0.44%
家電4品目 0.18% 0.00% 0.03% 0.49% 0.00% 0.00% 1.03% 0.89% 0.54% 0.15% 1.28% 0.55% 0.43%
可燃物 20.62% 5.66% 7.01% 0.75% 8.84% 2.92% 12.94% 7.27% 5.36% 10.01% 12.55% 5.96% 8.32%
不燃物 58.59% 29.21% 1.98% 1.49% 0.88% 9.83% 1.24% 11.18% 7.51% 0.86% 0.68% 13.26% 11.39%
その他 0.00% 0.00% 0.10% 0.28% 0.00% 0.05% 0.15% 0.25% 0.03% 0.00% 0.00% 0.01% 0.07%

合計 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

0.07%

　　　2)粘土瓦を分別していた1自治体の粘土瓦の割合は、3.94%であった。

合計量/平均

スレート・サイディング・石膏
ボード・ラス付きルーフィング等 1.72% 0.74% 1.20% 1.71% 0.98% 0.38% 2.47% 3.56% 2.98% 1.60% 2.97%

　　　3)石膏ボ－ド、スレ－ト、サイディング、ラス付きル－フィングを分別していた自治体の割合の平均は、石膏ボ－ド0.90%、スレ－ト0.45%、サイディング0.86%、
　　　　ラス付きル－フィング0.03%、合計2.24%であった。表中の「スレート・サイディング・石膏ボード・ラス付きルーフィング等」1.70%の内訳がこの4品目で構成
　　　　されると仮定して案分すると、石膏ボ－ド0.69%、スレ－ト0.34%、サイディング0.65%、ラス付きル－フィング0.02%(合計1.70%)となる。

　　　1)自然石を分別していた3自治体の自然石の割合は、それぞれ0.78%、0.62%、2.15%、平均1.18%であった。

1.70%

備考)本表は、熊本地震災害廃棄物仮置場の設計及び管理等に係る事例調査業務報告書(平成30年6月)表3-3-2(P67)のデ－タをもとに再調整、整理したものである。その
　　 過程でデータ数が少ない等の理由で本表項目から外した品目の割合については、以下のとおりである。

　　　4)泥壁を分別していた2自治体の泥壁の割合は、それぞれ0.07%、0.01%であった。

　　　5)布団を分別し実績の上がっていた2自治体の布団の割合は、それぞれ0.07%、0.46%であった。

　　　　　　　　自治体名 自治体A 自治体B 自治体C 自治体D 自治体E 自治体F 自治体G 自治体H 自治体I 自治体J 自治体K 自治体L

   品目          公費解体開始月 H28.8～ H28.12～ H28.8～ H28.8～ H28.8～ H28.9～ H28.7～ H28.10～ H28.9～ H28.8～ H28.7～ H28.7～

公費解体開始後災害廃棄物処理量(t) 1,282,025 71,652 69,465 146,194 46,401 107,227 105,982 70,805 102,385 52,958 288,430 73,847 2,417,370

解体建物1棟当たり災害廃棄物処理量(t/棟) ― 71 65 65 56 76 66 71 63 56 51 61 64

解体建物1m
2
当たり災害廃棄物処理量(t/m

2
) ― ― 0.53 0.68 0.57 0.83 ― ― 0.69 ― ― ― 0.66

コンクリートがら・アスファルトがら 49.60% 33.49% 49.83% 49.32% 53.82% 35.50% 48.66% 45.32% 51.90% 54.04% 54.57% 42.95% 47.42%
自然石 1.65% 3.04% 4.62% 4.69% 0.00% 4.50% 5.18% 0.00% 2.36% 1.47% 2.59% 3.49% 2.80%
木くず（家屋解体等） 12.88% 17.36% 14.97% 18.30% 27.70% 14.60% 25.58% 22.72% 17.61% 16.88% 17.86% 18.29% 18.73%
木くず（自然木、抜根等） 0.00% 1.35% 1.27% 0.11% 0.00% 0.70% 0.99% 0.84% 0.31% 1.25% 0.48% 0.74% 0.67%
金属類 0.86% 0.30% 0.24% 0.64% 0.63% 0.13% 0.63% 0.85% 0.33% 0.56% 0.37% 0.31% 0.49%
廃プラスチック類 0.00% 0.64% 0.52% 0.18% 0.37% 0.37% 0.19% 1.13% 0.05% 0.08% 0.37% 0.05% 0.33%
畳 0.46% 1.09% 0.65% 0.57% 0.79% 0.40% 0.81% 0.00% 0.71% 0.97% 0.82% 0.96% 0.69%
ガラス・陶磁器くず等 11.22% 6.75% 1.17% 2.58% 1.38% 2.62% 1.44% 6.38% 1.88% 5.78% 1.90% 2.80% 3.82%
セメント瓦 1.79% 2.62% 1.44% 3.45% 0.06% 0.00% 4.03% 3.67% 1.91% 1.70% 0.78% 4.38% 2.15%
粘土瓦 0.67% 0.00% 3.83% 0.00% 0.00% 2.35% 0.99% 0.53% 2.22% 7.20% 3.89% 3.87% 2.13%
ソファー・マット 0.08% 0.08% 0.12% 0.04% 0.05% 0.08% 0.05% 0.04% 0.14% 0.10% 0.13% 0.05% 0.08%

断熱材 0.03% 0.06% 0.05% 0.04% 0.03% 0.03% 0.07% 0.20% 0.08% 0.06% 0.09% 0.06% 0.07%
廃家電 0.06% 0.01% 0.00% 0.02% 0.09% 0.03% 0.12% 0.17% 0.09% 0.12% 0.15% 0.01% 0.07%
家電4品目 0.07% 0.00% 0.07% 0.12% 0.00% 0.12% 0.08% 0.12% 0.10% 0.11% 0.09% 0.08% 0.08%
可燃物 4.12% 9.38% 1.22% 1.58% 1.54% 1.07% 0.86% 2.29% 0.46% 0.86% 0.26% 0.54% 2.01%
不燃物 12.86% 21.43% 15.59% 13.55% 10.11% 35.63% 7.26% 11.19% 14.01% 4.41% 9.54% 19.85% 14.62%
その他 0.02% 0.00% 0.01% 0.03% 0.00% 0.00% 0.08% 0.06% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.02%

合計 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

合計量/平均

3.63% 2.41% 4.41% 4.79% 3.44% 1.86% 2.97% 4.51% 5.83% 4.40% 6.12% 1.57%
スレート・サイディング・石膏
ボード・ラス付きルーフィング等

備考)本表は、熊本地震災害廃棄物仮置場の設計及び管理等に係る事例調査業務報告書(平成30年6月)表3-2-7(P55)のデ－タをもとに、再調整、整理したものである。そ
　　 の過程でデータ数が少ない等の理由から本表項目から外した品目の割合については、以下のとおりである。

3.83%

　　　1)石膏ボ－ド、スレ－ト、サイディング、ラス付きル－フィングを分別していた自治体の割合の平均は、石膏ボ－ド1.32%、スレ－ト0.30%、サイディン
　　　　グ1.91%、ラス付きル－フィング0.16%、合計3.69%であった。表中の「スレート・サイディング・石膏ボード・ラス付きルーフィング等」3.83%の内訳
　　　　がこの4品目で構成されると仮定して案分すると、石膏ボ－ド1.38%、スレ－ト0.31%、サイディング1.98%、ラス付きル－フィング0.16%(合計3.83%)と
　　　　なる。

　　　2)泥壁を分別し実績数値が上がっていた1自治体の泥壁の割合は、0.027%であった。

　　　3)布団を分別していた5自治体の布団の割合は、それぞれ0.07%、0.05%、0.14%、0.08%、0.08%、平均0.081%であった。


